
様式１－１

当年度 前年度 増　　減

Ⅰ　資産の部

１．流動資産

現　　　　　金  785,302  713,936  71,366 

普　通　預　金　　　  83,547,371  90,664,071 △7,116,700 

売　　掛　　金  564,351  134,719  429,632 

未　　収　　金　　  40,435,076  40,725,910 △290,834 

た な 卸 資 産  13,258,316  13,103,796  154,520 

前　　払　　金  288,092  324,249 △36,157 

　　流動資産合計  138,878,508  145,666,681 △6,788,173 

２．固定資産

　(１)基本財産

預　　　　金  13,800,000  13,800,000  0 

　　基本財産合計  13,800,000  13,800,000  0 

　(２)特定資産

退職給付引当預金  2,112,000  1,920,000  192,000 

減価償却引当預金  25,445,030  25,313,239  131,791 

展示更新引当預金  3,003,901  3,003,901  0 

　　特定資産合計  30,560,931  30,237,140  323,791 

　(３)その他固定資産

建 物 付 属 設 備  1,562,416  1,178,990  383,426 

車 両 運 搬 具  407,713  937,397 △529,684 

什　器　備　品  1,376,565  756,826  619,739 

リース資産  11,004,347  12,830,161 △1,825,814 

著作権  250,000  0  250,000 

出　　資　　金  12,000  12,000  0 

　　その他固定資産合計  14,613,041  15,715,374 △1,102,333 

　　固定資産合計  58,973,972  59,752,514 △778,542 

　　資　産　合　計　  197,852,480  205,419,195 △7,566,715 

貸　借　対　照　表

令和４年３月３１日現在

科　　　　　　目

（単位：円）



様式１－１

当年度 前年度 増　　減

貸　借　対　照　表

令和４年３月３１日現在

科　　　　　　目

（単位：円）

Ⅱ　負債の部

１．流動負債

未　 　 払 　　金  30,656,465  29,859,655  796,810 

未 払 消 費 税 等  3,264,600  8,491,700 △5,227,100 

預　　  り　 　金  916,227  907,648  8,579 

前　　　受　　 金  2,049,600  1,971,000  78,600 

仮　　　受　　 金  0  9,097 △9,097 

　　流動負債合計  36,886,892  41,239,100 △4,352,208 

２．固定負債

長期未払金  11,004,347  12,830,161 △1,825,814 

退職給付引当金  2,112,000  1,920,000  192,000 

　　固定負債合計  13,116,347  14,750,161 △1,633,814 

　　負　債　合　計　  50,003,239  55,989,261 △5,986,022 

Ⅲ　正味財産の部

１．指定正味財産

寄　　　付　　 金  10,800,000  10,800,000  0 

　　指定正味財産合計　  10,800,000  10,800,000  0 

（うち基本財産への充当額） (10,800,000) (10,800,000) (0)

２．一般正味財産  137,049,241  138,629,934 △1,580,693 

（うち基本財産への充当額） (3,000,000) (3,000,000) (0)

（うち特定資産への充当額） (28,448,931) (28,317,140) (131,791)

　　正味財産合計　  147,849,241  149,429,934 △1,580,693 

　　負債及び正味財産合計  197,852,480  205,419,195 △7,566,715 



計算書類に対する注記 

 

１．継続事業の前提に関する注記 

  継続事業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況はない。 

 

２．重要な会計方針 

 （１）有価証券の評価基準及び評価方法 

     有価証券･･･移動平均法による原価基準を採用している。 

 （２）棚卸資産の評価基準及び評価方法 

     棚卸資産･･･最終仕入原価法を採用している。 

 （３）固定資産の減価償却の方法 

     建物付属設備、車両運搬具及び什器備品･･･定率法による減価償却を実施している。 

     ソフトウェア及び 無形固定資 産･･･定額法による減価償却を実施している。 

     繰 延 資 産           ･･･均等償却による減価償却を実施している。 

 （４）引当金の計上基準 

     退職給付引当金･･･期末退職給与の自己都合要支給額に相当する金額を計上している。 

 （５）リース取引の処理方法 

リース期間を対応年数とし、残存価格を零とする定額法によっている。 

 （６）消費税等の会計処理 

     消費税等の会計処理は、税込方式によっている。 

 

３．会計方針の変更 

  該当なし。 

 

４．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高 

  基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。 

（単位：円） 

科   目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

基本財産         

  預  金 13,800,000 0 0 13,800,000 

  小   計 13,800,000 0 0 13,800,000 

特定資産         

  退職給付引当預金 1,920,000 192,000 0 2,112,000 

  減価償却引当預金 25,313,239 131,791 0 25,445,030 

  展示更新引当預金 3,003,901 0 0 3,003,901 

  小   計 30,237,140 323,791 0 30,560,931 

  合   計 44,037,140 323,791 0 44,360,931 



５．基本財産及び特定資産の財源等の内訳 

  基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。 

（単位：円） 

科   目 当期末残高 
（うち指定正味財産 

からの充当額） 

（うち一般正味財産 

からの充当額） 

（うち負債に 

対する額） 

基本財産         

  預  金 13,800,000 (10,800,000) (3,000,000)   

    小   計 13,800,000 (10,800,000) (3,000,000)   

特定資産         

  退職給付引当預金 2,112,000 (0) (0) (2,112,000) 

  減価償却引当預金 25,445,030 (0) (25,445,030) (0) 

  展示更新引当預金 3,003,901 (0) (3,003,901) (0) 

    小   計 30,560,931 (0) (28,448,931) (2,112,000) 

    合   計 44,360,931 (10,800,000) (31,448,931) (2,112,000) 

 

６．担保に供している資産 

  該当なし。 

 

７．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高（直接法により減価償却を行っている

場合） 

  固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。 

（単位：円） 

科  目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高 

建物付属設備 10,031,000 8,468,584 1,562,416 

車両運搬具 7,348,240 6,940,527 407,713 

什器備品 26,285,200 24,908,635 1,376,565 

ソフトウェア 7,462,282 7,462,282 0 

無形減価償却資産 370,000 120,000 250,000 

繰延資産 1,000,000 1,000,000 0 

リース資産 24,417,552 13,413,205 11,004,347 

出資金 12,000 0 12,000 

合   計 76,926,274 62,313,233 14,613,041 

 

 

 

 

 

 



８．債権の債権金額、貸倒引当金の当期末残高及び当該債権の当期末残高（貸倒引当金を直接控

除した残額のみを記載した場合） 

  （単位：円） 

科   目 債権金額 貸倒引当金の当期末残高 債権の当期末残高 

売掛金 564,351  0  564,351  

未収金 40,435,076  0  40,435,076  

合  計 40,999,427  0  40,999,427  

 

９．保証債務（債務保証を主たる目的事業としている場合を除く。）等の偶発債務 

  該当なし。 

 

１０．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益 

   該当なし。 

 

１１．補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高 

補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。 

（単位：円） 

補助金等の名称 交付者 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 
貸借対照表上 

の記載区分 

補助金             

  事務局運営補助金 鳥取市 0 35,606,000 35,606,000 0 ― 

  埋蔵文化財センター 鳥取市 0 2,419,000 2,419,000 0 ― 

  観光コンテンツ事業 鳥取市 0 110,493 110,493 0 ― 

  施設改修負担金 鳥取市 0 5,003,765 5,003,765 0 ― 

小  計 0 43,139,258 43,139,258 0   

助成金             

  新型コロナ克服緊急 

  応援金 
鳥取県 0 900,000 900,000 0 ― 

小  計 0 900,000 900,000 0   

合  計 0 44,039,258 44,039,258 0   

 

  



１２．指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳 

   指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は、次のとおりである。 

  （単位：円） 

内  容 金  額 

経常収益への振替額   

  目的達成による指定解除額  276  

小  計 276  

経常外収益への振替額    

小  計 0  

合  計 276  

 

１３．関連当事者との取引の内容 

   該当なし。 

 

１４．重要な後発事象 

   該当なし。 

 

１５．基本財産及び特定資産の明細並びに引当金の明細 

   ４及び５に記載してあるので省略する。 

 

１６．その他 

   該当なし。 
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